
モザンビーク共和国

ザンベジア州

持続的給水・衛生改善プロジェクト

基礎調査・事前調査報告書

平成20年1月
（2008年）

独立行政法人 国際協力機構

地球環境部



 

序   文 

 

モザンビークはアフリカの中でも安全な水へのアクセス率が低く、その向上はモザンビ

ーク政府の開発重点分野となっています。特に国土の中部に位置するザンベジア州は、モ

ザンビークで一番人口が多い州でありながら、内戦時に戦闘が繰り返されたこともあって

各種社会インフラの整備が遅れており、安全な水へのアクセス率は 23%と低く、全国平均

(54％)を大きく下回っていました。また 5 歳未満児の死亡率は 1000 人あたり 321 人と全国

で一番高い状況にありました。 

このような状況に対して、我が国は平成 12 年から平成 15 年にかけて同州北部 8 郡にお

いて無償資金協力を実施して 152 本のハンドポンプ式の深井戸を建設し、同州農村部の住

民の安全な水へのアクセス向上に寄与しました。しかし、安全な水へのアクセスを住民の

健康増進（乳幼児死亡率の低下等）に結びつけるためには、建設した井戸の住民による維

持管理体制を強化して安全な水へのアクセスを持続的なものにするとともに、衛生施設の

整備と衛生習慣の改善を図ってゆく必要があります。そこでモザンビーク政府は、無償資

金協力によって供与された給水施設の維持管理体制の強化と衛生改善を目的とした「ザン

ベジア持続的給水・衛生改善プロジェクト」を我が国に要請越しました。 

これを受け当機構は、平成 16 年にザンベジア州に「水アドバイザー」を派遣して情報収

集を実施し、さらに今般、プロジェクトの実施体制の確認やプロジェクトの協力内容の協

議のために、平成 17 年 8 月に基礎調査団を、平成 18 年 7 月から 8 月にかけて事前調査団

を派遣しました。本報告書は、この基礎調査と事前調査の結果を取りまとめたものであり、

引き続き実施を予定している技術協力プロジェクトに資するためのものです。 

終わりに、本調査の実施に際しご協力とご支援を賜わった関係機関の各位に対して深甚

なる謝意を表すとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

2008 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 伊藤 隆文
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第１章 事前調査団派遣の概要 

 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

ザンベジア州の人口は約 300 万人（全人口 1968 万人の 15％）で、モザンビーク国（以下

「モ」国とする）10 州の中で最大である。しかしながら、各種社会インフラの整備が遅れ

ており、安全な水へのアクセス率も 23%と全国平均（54％／2002 年統計）を大きく下回っ

ている。また、５歳未満児の死亡率 32.1%と、全国平均 15.8％を大幅に上回り、10 州の中

で最低水準である。 

これに対して、我が国は、2000 年から 2003 年にかけて同州北部８郡において無償資金協

力により 152 本のハンドポンプ式の深井戸を建設（想定受益者数は約 75 千人／対象 8 郡の

人口の 5％程度に相当）し、給水施設の普及に貢献した。しかしながら、同無償資金協力の

効果（安全な水へのアクセス）を持続的ならしめ、かつ住民の健康増進（乳幼児死亡率の

低下等）に結びつけるためには、建設した井戸の住民による維持管理体制を強化するとと

もに、衛生施設の整備及び衛生習慣の改善を図っていく必要がある。安全な水は適切な衛

生施設及び衛生習慣（Hygiene practice）が伴ってはじめて住民 の健康増進に結びつくと

いうことが現在では広く認識されており、主要ドナーや NGO も給水・衛生及び Hygiene 

Promotion を組み合わせたプロジェクトを展開しはじめている。   

上記の背景下、「モ」国政府は、無償資金協力によって供与された給水施設の維持管理体

制の強化と衛生改善を目的とした「ザンベジア給水・衛生改善プロジェクト」を要請越し

た。これに対し 2004 年にはザンベジア州に「水アドバイザー」派遣、2005 年 8 月の基礎調

査による情報収集を経て、今般以下を目的として、本事前評価調査団が派遣された。 

 

調査方針 

（１）基本方針 

本事前調査では「ザンベジア州給水・衛生改善プロジェクト」の実施に向け、協力内

容の具体案を先方関係者と協議し、その結果を踏まえて PDM 案を策定し、ミニッツに

て合意内容を確認する。また、連携予定の UNICEF の給水・衛生プロジェクトについて、

進捗状況を確認するとともに、JICA 協力案について理解を得る。 

（２）調査内容 

１）C/P 機関の業務実績概要の確認 

２）他ドナーの動向確認 （特にミレニアム・チャレンジ・アカウント、および DANIDA、

WorldVision のザンベジア州学校案件） 

３）UNICEF 側プロジェクトの進捗状況確認、情報共有についての確認 

４）PCM ワークショップによる活動内容の概要の合意形成（実施者レベル） 

５）PDM 案/PO 案を作成し、協力内容についてカウンターパートと協議 

６）R/D（案）の作成・M/M の署名 

７）R/D 時までに対処することの把握 

８）PEC 活動コントラクター（再委託先 NGO,ローカルコンサル）に関する情報収集 
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１－２ 現地調査日程 

事前調査団は 2006 年 7 月 23 日から 8 月 7 日の間派遣され、下記日程にて調査を実施し

た。なお、この間の主要面談者は添付資料１のとおり。 

 

  丸尾・石川・中澤 稲田 

7/23 日 17:00 成田発 

7/24 月 

09:40 マプト到着（TM300）  

11:00 JICA モザンビーク事務所 

14:00 日本国大使館 表敬 （同行：伊藤所長・深澤次長） 

15:00 国家水利局 DNA 説明及び聞き取り （同行：深澤次長・Moises）

7/25 火 

09:00 給水衛生技術トレーニングセンター  聞き取り CFPAS （石川・稲

田・Moises） 

10:30 UNICEF 聞き取り （丸尾・中澤） 

14:00 DANIDA 聞き取り（石川・稲田・Moises） 

15:00 World Vision  聞き取り （丸尾・中澤） 

15:00  SUSTEM 聞き取り（石川・稲田・Moises） 

17:00 内部会議 

18:30 所長報告 

7/26 水 

08:00 国家水利局 DNA（CFPAS 関係者同席） 聞き取り （丸尾・石川・稲

田・Moises） 

10:45 マプト発  （TM142） （同行：Moises・Ms.Idalina（DNA 職員））

13:45 キリマネ着   

15:00 ザンベジア州公共事業住宅局（DPOPH）給水･衛生部（DAS）説明及び

聞き取り 

7/27 木 09:00 ザンベジア州公共事業住宅局給水･衛生部（DAS） 協議 

7/28 金 
08:30  PCM Workshop （会場：IMAP） 

16:00 ザンベジア州公共事業住宅局給水･衛生部（DAS） 協議 

7/29 土 内部会議/資料作成 

7/30 日 07:30 キリマネ発  現場視察 

7/31 月 

08:00 モクバ郡政府役所訪問 

11:00 モクバ発    

15:00 公共事業住宅局（DPOPH）、給水･衛生部（DAS） 協議 

8/1 火 

09:00 公共事業住宅局（DPOPH）、 

給水･衛生部（DAS）M/M 署名 

16:50 キリマネ発  

19:10 マプト着 

14:00  

PEC コントラクター（４組織）イン

タビュー 
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8/2 水 

09:00 国家水利局 DNA 協議、 

M/M 署名 

       大使館報告（JICA 同席） 

蘭大使館表敬、協議 

08:00 PEC コントラクター(2 組

織）、CECOHAS（給水・衛生

関係 CBO の調整団体）イン

タビュー 

10:00 キリマネ発（モクバ郡現地

踏査） 

8/3 木 07:00 マプト発（TM301） 
モクバ郡現地踏査 

夕方キリマネ着 

8/4 金 14:25 成田着 (CX504) 

午前   WorldVision 

13:10 キリマネ発 

16:10 マプト着 

       JICA 事務所報告 

8/5 土   資料整理 

8/6 日   07:00 マプト発（TM301） 

8/7 月  14:25 成田着 (CX504) 

 

１－３ 調査団の構成 

 

名前 担当分野 所属 

Yuji Maruo  

丸尾祐治 

 

 

Takeo Ishikawa 

石川剛生 

 

 

 

Saki Nakazawa  

中澤早紀 

 

 

 

Naoko Inada 

稲田菜穂子 

Team Leader 

団長 

 

 

Cooperation 

Planning 

協力企画 

 

 

Study Management

調査監理 

 

 

 

PCM/Evaluation 

PCM/評価 

Senior Advisor, JICA（Global Environment Dept.）

国際協力機構 専門員 

地球環境部 課題アドバイザー 

 

Team Director, JICA（Group III, Global 

Environment Dept.） 

国際協力機構 地球環境部 

第 3 グループ チーム長 

 

Program Officer, JICA (Administration Team, 

Global Environment Dept.) 

国際協力機構 地球環境部 

管理チーム 職員 

 

Consultant, IC-Net 

アイシーネット株式会社 

コンサルタント 
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第２章 事前調査結果 

 

２－１ 調査結果概要 

２－１－１ ザンベジア州の給水･衛生開発の現況と DAS を取り巻く環境 

わが国の無償で 2001-2003 年に 150 ヶ所の給水施設を建設した。その結果、対象４郡での

給水普及率が 14 から 16％に向上した。現地コンサルタント調査によれば、対象４郡

(Mocuba,Ile, Gile, Alto Molocue)での給水施設の維持管理状況は、浅井戸（dug well）が

55％、深井戸（borehole）が 83％の稼働率とのことである。 

Dfid/UNICEF プロジェクト（2004-2006 年）により対象４郡（Chinde, Inhassunge, Nicodala, 

Lugela）で 320 ヶ所、6000 ヶ所の家庭用トイレを建設している。このプロジェクトは 2006

年 12 月で終了予定である。一方、インド政府の資金援助により、Ile(100), Gile(60), Alto 

Molocue(100), Gurue(40), Milange(50), Morrunbala(50)と、ザンベジア州全体で 400 ヶ所

の深井戸掘削のプロジェクトが進行中である。ザンベジア州全体の現時点での村落給水普及

率は、28％（2005 年）と報告されている。   

プロジェクトのカウンターパート機関と目される DAS の全体の要員数は、12 名のみであ

り、この内４名は、Dfid/UNICEF プロジェクトの予算で臨時に雇用されている。また、各郡

には、給水･衛生を含む公共事業を担当する要員が、１ないし２名配属されている（モクバ

郡ではDPOPHのモクバ支所が郡役所に移管されたため12名の職員が存在している）。この他、

UNICEF に雇われた技術アドバイザーが、１名配属（南ア人）されている。この内、DAS にお

いては、３名の職員を JICA プロジェクトの C/P として任命することが約束された。また、

郡役所においては各郡より少なくとも１名を本プロジェクトの C/P としてアサインするこ

とが話し合われた。 

 

２－１－２ 予想されるプロジェクトの内容 

プロジェクト活動の目的は、 

① 村落レベルにおける給水施設の維持管理能力の向上、 

② 家庭用改善トイレの普及、 

③ これらの活動を推進し、管理･管轄する郡役所、DAS の能力向上である。 

また、先方との交渉の過程で新たに④HIV の予防がプロジェクトの活動に加わった。 

 

これらの活動に当たるのは、日本人専門家、先方 C/P（DAS、及び郡役所の担当官）、契約

で雇用される PEC 活動のアニメーター等である。 

プロジェクトは、準備期間（Stage 1）、実施期間（Stage 2, 3）に分けられる。準備期間

では、対象地域での給水･衛生状況を正確に把握し（Baseline Study）、実施期間における正

確な活動計画（PO）を策定し、それと整合する PDM を作成することが主たる業務となる。実

施期間では、実際に現場での啓蒙活動を実施するアニメーターを契約雇用し、彼らを訓練し

て、村落の現場に投入して、上記①，②，④等の活動を行うこととなる。また、併せて郡役

所の要員を訓練し、給水･衛生に関するデータベース、GIS を整備すること、郡役所を拠点
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として、ポンプのスペアパーツの流通網を確立・整備すること、そしてこれらの活動を通し

ての、DAS 要員の OJT 等が、主たる業務となる。 

 

２－１－３ プロジェクト実施上の課題 

全てのプロジェクトに共通する課題であるが、先方受け入れ機関側のキャパシティーが脆

弱であり、常に予算的な制約があることから、プロジェクト終了後の持続性が確保されるか

が問題である。特に、地方分権化の進展にともない、多くの権限と責任が、郡役所に移行し

つつある状況で、郡役所の現体制が非常に弱い。どの程度郡役所のキャパシティーを向上さ

せることが出来るかが、当プロジェクトの課題といえる。 

これまでの標準的な PEC 活動（村落給水･衛生開発に伴う住民の啓発活動）は、新規に施

設建設を実施することに伴うものであり、今次プロジェクトでは、既存給水施設が存在する

コミュニティが対象となるため、標準的 PEC 活動内容を大幅に手直しする必要がある。 ま

た、対象コミュニティでは、その維持管理実施状況に大きな差異が存在するものと予想され

る。従って、PEC 活動は、それぞれの状況の差異に合わせた活動を実施することが要求され

る。さらに、この PEC 活動にあらたに HIV/AIDS 予防活動が、今次プロジェクトには加わる

こととなった。上記の維持管理における村ごとの差異の状況や、HIV に対する住民の認識度

等を村ごとに把握した上で、それぞれの状況に合わせた PEC 活動プログラムを可及的速やか

に確立し、それを実施することが求められている。    
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２－２ 対処方針に照らした調査結果概要 

事項 対処方針 調査結果概要 

(1) ミニッツ署名および PCM ワークショップ  

1)ミニッツ署名 ミニッツの先方署名者は公共事業省 MOPH・国家水利局

DNA(Direccao Nacional de Aguas)局長（在マプト）となる。公共

事業住宅省ザンベジア州事務所（DPOPH-Zambezia）所長（在キリ

マネ）は、witness として署名。 

なお、援助受入窓口機関の署名は不要と確認された。 

先方署名者は 

公共事業住宅省国家水利局長（MOPH DNA）（在ﾏﾌﾟﾄ） 

ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州公共事業住宅局長（DPOPH-Zambezia）（在ｷﾘﾏﾈ）

となった。後者は地方行政府であり省の地方組織ではない

ことが判明したため、witness ではなく当事者として署名。 

2）ミニッツ言語 JICA 事務所によれば、無償の案件をはじめ原則英語のみで文書を

交わしている。7/4 に R/D 署名を実施した教育技プロでは、副とし

てポルトガル語版を作成。先方の意向を確認し、必要に応じポル

トガル語版も作成する。 

ミニッツ（M/M）本体のみ英語、ポルトガル語で作成。 

ミニッツの別添については別添１R／D 案は英語、別添２

PDM 案、別添３PO 案はポルトガル語のみとした。但し R/D

署名前までには両言語を準備することをミニッツ（15 条）

で確認した。 

3）PCM ワーク 

ショップ 

実務者レベルで成果を達成するための活動についてアイディアを

出すため、問題分析と目的分析を実施する。参加予定機関は、ザ

ンベジア州公共事業住宅局給水・衛生部、UNICEF 専門家

（WaterAid)、IMAP（教員養成校）、小学校教員、NGO 関係者、

AgroAlpha（スペアパーツ供給代理店）、JICA 事務所、等 15 名程

度を想定。UNICEF・マプトの Section Head も可能であれば出席を

依頼している。 

・7 月 28 日（金）於ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州ｷﾘﾏﾈ IMAP（教員養成学校）

で実施。参加者計 27 名（内訳・・DPOPH8 名／PEC ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ

8 名／IMAP5 名／ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社 1 名／NGO1 名／その他 4 名） 

・PDM（案）の活動内容が参加者の問題意識と合致してい

ることが確認された。 

・主たる解決案として「集落（コミュニティ）で解決でき

ないﾎﾟﾝﾌﾟ修理について localidade（郡の下位の行政単位）

レベルでの修理工育成が必要」、「PEC ｱﾆﾏﾄﾞｰﾙのより長期間

のコミュニティでの活動、ｱﾆﾏﾄﾞｰﾙの質の向上、またその

ための育成機関（CFPAS 等）の質の向上、受注者（NGO 等

PEC ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力向上が必要」が挙げられた。 

(2) プロジェクトの枠組み  

1）プロジェクト

名 

Sustainable Water Supply, Sanitation and Hygiene Promotion

 in Zambezia Province 

なお、ポルトガル語名について確認する。略称をどうするか。 

英語は対処方針案通り。 

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語は“Projecto de Promoção de Sustentabilidade 

no Abastecimento de Água, Higiene e Saneamento Rural 

na Proviíncia da Zambezia”とした。略称は未定。 

2）実施機関 （１）C/P 機関は MOPH・DNA。 

（２）実質的 C/P 機関は DPOPH-Zambezia の給水・衛生部（DAS）。 

対象方針案通り。但し、郡政府（District Government）

と DAS の連携の重要性が確認され、郡政府担当者も実質的

にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとすることを確認（ミニッツ 9 条）。 

3）プロジェクト

期間および

プロジェクト期間は、最初の日本人専門家派遣を開始日とし、 

2007.1 頃から４年半とする。ただし、専門家執務室改修等は、R/D

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間は対処方針案通りの予定。但し JICA 側負担

による専門家執務室改修については、専門家執務室予定場
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事項 対処方針 調査結果概要 

ステージ 締結後(プロジェクト開始時期以前に)開始する。 

 

ステージ１：準備ステージ(4－6 ヶ月間) 

ステージ２：モクバ郡、イレ郡を対象に活動 (2 年間) 

ステージ３：ステージ２の結果をふまえ、ジレ郡、アルト・モロ

クエ郡を対象に活動を展開 (2 年間) 

所が確定してないため、未協議。 

 

ステージ分けは対処方針案通り。但し、ステージ１は 6ヶ

月とした。また、ステージ２,３の対象地域区分について

は、ステージ１の調査期間を踏まえて方法を確認すること

が妥当と判断し、対象郡の記載を削除した。 

4）実施体制 

および合同

評価委員会 

プロジェクトの意思決定・重要事項の決定のために、国レベルの

合同調整委員会を設置することについて DNA は合意しているが、

そのメンバーについて要確認。 

またプロジェクトの調整機関として、州レベルのステアリング・

コミッティーを据える。DAS を中心とする既存のステアリング・コ

ミッティーがあるので、それに相乗りすることを基礎調査時に先

方から提言された。この現在のメンバーについて確認する。 

JCC は DNA 局長、CFPAS 所長、DPOPH 局長、JICA 事務所、

専門家、大使館（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

PSC（州レベルｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾐﾃｨ）は DPOPH 内 DAS(給水・衛生部)、

DPS(保健局)、DPE（教育局）DAS と実施中のドナー関係者、

専門家とした。「モ」側のメンバーについては、プロジェ

クト開始までに「モ」側が指名することとした（M/M6 条、

7 条）。 

(3) プロジェクトの協力内容  

1）プロジェクト

上位目標 

「ザンベジア州の対象4郡における住民の水因性疾患が減少する」 

上位目標、プロジェクト目標、成果については、C/P 両機関の合意

を PCM ワークショップ前までに取り付ける。 

基礎調査の時も説明したが、新規井戸掘削など、給水ハード面で

の協力は基本的にしないことについて、理解を得る。 

「対象コミュニティ（ターゲットグループ）における水因

性疾患が減少する」とした。 

ターゲットグループ：4 郡（ﾓｸﾊﾞ、ｲﾚ、ｼﾞﾚ､ｱﾙﾄ･ﾓﾛｸｴ）の

無償資金協力で設置した井戸（計 91 井）がある 51 村落

（Aldea）。1 村落当たり平均４集落（コミュニティ）があ

り総計 200 村落。約 19 万人。 

・本件は技協ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり無償との相違については説明

し理解を得た。 

2）プロジェクト

目標 

「対象コミュニティにおける給水施設の持続的・衛生的な利用が

可能になる」 

「対象コミュニティ（ﾀｰｹﾞｯﾄグループ）における給水･衛

生施設の持続的・衛生的な利用が可能になる」とした。 

・ターゲットグループを定義づけした。 

・「衛生施設」を含めた。 

 0. ステージ２で実施される PDM1,PO1 が策定される。 

１．州政府（DAS）による井戸維持管理のフォローアップ体制が整

備される 

 

1. 行政府（中央・州政府（DAS）、郡役所）内の連携によ

る既存井戸維持管理のモニタリング体制及び衛生普及

体制が整備される 

２．対象コミュニティにおける給水施設の維持管理体制が強化さ

れる  

2. ターゲットグループにおける給水施設の維持管理体制

が強化される  

3）プロジェクト

成果 

３．対象コミュニティにおける衛生環境が改善される 3. 対象コミュニティにおける衛生環境が改善される 
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事項 対処方針 調査結果概要 

４．対象地域のモデル学校における衛生施設の整備を通じて、生

徒の衛生知識及び衛生行動が改善される 

 

 

 

 主たる変更点 

1. ステージ１の成果に相当する成果０を追加 

2. 成果１については州政府（DAS)のみでなく中央、郡政

府の連携を織り込んだ。また衛生普及体制整備を追加

した。 

3. 対処方針の成果３、４を統合した。 

4）指標 暫定的指標（案）を策定して、先方と協議する。 DAS ﾕﾆｾﾌ（WaterAid）アドバイザー（エリック氏）のｱﾄﾞﾊﾞ

ｲｽも受けつつ検証可能な成果指標を設定したが、具体的な

数値目標についてはステージ１におけるﾍﾞｰｽﾗｲﾝｻｰﾍﾞｲに

基づき設定する。 

5）活動 対処方針別添 3 参照。ただし、この活動内容に重点をあてて PCM

ワークショップを実施する。 

 

１．日本人専門家 

長期専門家 1 名 （総括/村落給水・衛生）、 

短期専門家１～２名/年（井戸維持管理の技術者、衛生改善推

進、参加型組織強化、等。） 

 

１．専門家 

・総括／村落給水・衛生／組織能力強化 

・井戸維持管理 

・衛生普及 

・社会調査／PCM 計画策定 

２．在外強化費 ２．在外事務所強化費 

含むPEC活動コントラクター（含ローカルコンサル、NGO）

との活動契約、研修契約、学校におけるトイレ・手洗い施

設建設用資機材 

３．機材供与 

モニタリング用車両、研修用情報・AV 機器、学校におけるト

イレ・手洗い施設建設用資機材、等。 

３．供与機材・・・バイク 

6）投入計画 

４．カウンターパート研修  

（業務実施型を想定） 

４．カウンターパート研修 

（留意事項） 

その他機材（車両、GPS、GIS ソフト付パソコン、水質検査

器、水深測定器等）は専門家携行機材とする予定。数量・

仕様･投入時期等についてはステージ１で決定することと

した（ミニッツ 16 条） 
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事項 対処方針 調査結果概要 

7）協力隊派遣 第２ステージに重なる期間で 3 名を希望。IMAP(衛生教育の IMAP

教員として、対象郡の教員の再訓練)、モクバ郡、イレ郡（住民参

加型 井戸維持管理、衛生推進としてアニマドールの支援・モニタ

リング）。 

基礎調査時に、同様の内容で協力隊調整員と打合せを実施したが、

現況に鑑み可能性を確認する。 

なお、本プロジェクト PDM 上は、投入要素として JOCV は含まない。 

・IMAP は 4 名（体育、音楽、美術、ｘｘ）の隊員が派遣さ

れており、配属先としては優れていると思料。しかし IMAP

の実施する衛生教育はあくまで正規学校教員養成向けのｶ

ﾘｷｭﾗﾑとなっており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ対象村落住民に対する実

践的な普及活動の観点からは、適当ではないことが判明し

た。むしろ PEC ｱﾆﾏﾄﾞｰﾙに対する再訓練が必要と判断され、

PDM の投入からも除外した。 

・郡政府については、ﾓｸﾊﾞ郡事務所に隊員派遣予定。但し、

組織が脆弱で受け入れ体制が不十分であることが想定さ

れるため、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関連した隊員の派遣については、

慎重であるべきと思料。 

・PEC 受注可能性のある地元に密着した NGO 等への派遣が

可能性として検討される。 

(4) 調査事項   

1）C/P 機関の 

業務概要 

 地方分権化推進中であり、公共事業省ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州事務所は

ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州政府の部局となっていることが確認された。ま

た、州の下の行政組織として、郡、Alto administration, 

ﾛｶﾘﾀﾞｯﾄﾞ、ｱﾙﾃﾞｱがあることが確認された。 

→ 本報告書２－４参照 

2）他ドナーの 

動向 

ザンベジア州における水・衛生セクターの動向を確認（特にミレ

ニアム・チャレンジ・アカウント）。UNICEF がドナー会合の給水・

衛生セクターの議長なので、UNICEF マプトの事務所から概要は得

るようにする。 

また DANIDA, World Vision のザンベジア州学校案件についても確

認する。 

 

ﾕﾆｾﾌ、Wateraid、EU，インド政府等が今後ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州で主

として新規井戸建設事業を実施予定。場所の重複はなく相

乗効果が見込めるものの、C/P 機関である DAS の受け入れ

能力不足、消化不良が懸念される。 

→ 本報告書２－５に詳述 

3）UNICEF 側プ

ロジェクト 

UNICEF 側プロジェクトの進捗状況を UNICEF マプトの事務所、およ

び WaterAid の Eric 氏（キリマネ）を訪問して確認、情報共有。 

 

現在進行中の事業（320 井の建設等）は 2006 年末に終了予

定。「ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州給水・衛生 M/P」を策定（入手）。06 年 9

月よりﾐﾗﾝｼﾞｪ郡、ﾆｺｱﾗ郡で新規井戸建設を実施予定。また

都市給水（ﾓｸﾊﾞ市、ｷﾘﾏﾈ市）も実施予定。 

→ 本報告書２－５に詳述 

4）井戸状況 対象地域の井戸現況および維持管理上の技術的課題について、基

礎調査の一貫として実施されたローカルコンサルのレポート、無

深井戸の稼働率は 8 割程度と想定される。 

維持管理の諸問題として、盗難、習慣･文化、修理（技術）、
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事項 対処方針 調査結果概要 

償の井戸情報から分析し、補足情報等を C/P に確認。 スペアパーツであることが指摘された。特に、今回現地調

査したﾓｸﾊﾞ郡では、幹線道路沿いの井戸が盗難被害にあっ

ていることが確認された。 

5）学校衛生 基礎調査の一環として実施されたローカルコンサルの調査レポー

トについて情報の補足・確認。PCM 参加の学校教員や IMAP から情

報を得る。 

PCM／評価分析団員が確認する予定。 

6）再委託先NGO,

ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙに

関する情報

収集 

PEC コントラクターとしてザンベジア州で DAS との契約実績のあ

る組織は 11 挙げられている。うち８社がキリマネに、３社がマプ

トにオフィスを持つ。これらの実施体制や実績について情報収集

する。 

ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州のPECコンサルタントは８団体程度（平均ｱﾆﾏﾄﾞ

ｰﾙ数は 5～10 名程度）。教会、CBO 等をｱﾆﾏﾄﾞｰﾙとして育成

することが効果的との見方あり。詳細は PCM／評価分析団

員が確認する予定。 

(5) 案件形成上の留意事項 

1. C/P 機関（DAS）の人員は 12 名、C/P 予定者は２～３名で C/P 機関のみに対する技

術移転では効果が限定的である。 

1. C/P 機関（DAS）の人員は 11 名であるが、4 郡政府担当

職員も実質的な C/P と見込まれるため、技術移転対象

者としての C/P は総計 10 名弱程度と見込まれる。 

2. 村落の既存井戸の維持・管理向上を目的とした PEC 活動は新規井戸の設置が優先

されること、予算上の制約等の理由から殆ど実施していないと推察される。 

3. ユニセフはDASを C/Pとして新規井戸建設ステージにおいてPECを実施している。 

対処方針時の想定通り 

 

対処方針時の想定通り 

上記 3 点を踏まえ以下に留意することが必要と判断される。 

1. C/P 機関（DAS）への技術移転よりも対象地域の自立発展性確保に重きを置く。 

 

 

2. 維持管理ステージでの PEC の有効性をﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に示し、資金提供ﾄﾞﾅｰに有

用性をアピールし、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の予算的持続可能性の確保に努める。 

3. DAS 業務の予算的肩代わり、ユニセフ PEC の水平展開・・とならないよう技術移

転の独自性を確保するため、ユニセフ PEC の経験を踏まえ、シナジー効果を図り

つつ JICA-PEC において差別化を図る。 

4. 数量的効果を確保するため、PEC 団体（ｷﾘﾏﾈで DAS と契約実績があるのは８団体）

に対する技術移転を活動コンポーネントの中心の１つとする。また、PEC 受注団

体を準 C/P として位置づけることも検討する。 

 

1. 対象地域の自立発展性確保を３つの成果のうち２つ

としているが、中央、地方（州政府・郡政府）の連携

の促進・体制強化も成果の 1 つと位置づけた。 

2. ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の持続可能性の確保の必要性につき

ミニッツに記載した（12 条）。 

3. ユニセフ PEC は新規井戸建設時のものであり、既存井

戸の維持管理能力促進を目的とした本案件のPECは独

自性を有している。 

4. PEC の能力向上の必要性は PCM ワークショップでも指

摘されており、活動の１つに位置づけている。但し準

C/P という位置づけにはしなかった。 

(6) 今後について  

R/D 署名までの 

実施事項 

M/M 協議時に先方政府および JICA が R/D までに実施すべき事項を

確認し、特筆すべき事項については M/M に記載する。 

「モ」側の実施すべき事項については事務所にフォロー願

います。 
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事項 対処方針 調査結果概要 

ｱ）「モ」側 C/P の選定と JICA への通知 

ｲ）「モ」側 JCC,PSC メンバーの選定と JICA への通知 

今後のｽｹｼﾞｭｰﾙ ～９月中旬：JICA 本部にて帰国報告会、事前評価表決裁、R/D 案

決裁 

～９月中旬：上記実施事項の完了 

９月下旬ころ：JICA 事務所長による R/D 署名 

10 月：長期専門家契約請求 

10 月～：専門家執務室の改修開始 

１月初旬：長期専門家派遣 

以上のスケジュール概要について、先方に口頭にて説明する。 

対処方針案の日程を先方に説明し理解を得た。 

 

 

 

 

 

今後に向けた 

留意事項 

プロジェクトを実施上、留意すべき事項があれば、報告書に記載

する。ユニセフ専門家との協調は重要。 

・専門家執務予定スペースの確定。先方負担での整備が困

難な場合は一部 JICA 側負担で行うことを検討し決定（事

務所）。 

・JCC ではｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰとして関連ドナー機関を参加させる。 

・UNICEF プロジェクトとの相違点（とくに C/ P の給与負

担はしないこと）について理解したと判断されるが、JICA

の技協の特徴につき今後も説明することが望ましい。 

・基本的にハードの協力は行わないことを理解されている

ものの、質より量（ハード建設）への関心が強いため本プ

ロジェクトの有効性を理解させていくことが課題。 

・水管理委員会のてこ入れによる既存井戸の維持管理の向

上の重要性は共有されているものの、基礎調査時のローカ

ルコンサルタント調査によると深井戸（無償によるもの含

む）の稼働率は 8 割程度と高い。ステージ１で再度綿密な

現状調査を行い、結果によっては活動の３（村落の衛生状

況の改善）を中心とすることも必要と判断される。 

ﾏﾙﾁｾｸﾄﾗﾙなｱﾌﾟﾛｰ

ﾁについて 

 村落開発における他のセクター（農業・教育・保健等）を

織り込んだ総合的アプローチの必要性は先方も認めるも

のの、ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州公共事業住宅局給水・衛生部を C/ P と

して協議を進めてきたため、C/P 機関の権能外である他の

セクターを含めることは適切ではないと判断した。但し

HIV／AIDS 予防については、全セクターにて予防促進を行

うことが制度化されており、保健局と連携をとりつつ本ﾌﾟ
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事項 対処方針 調査結果概要 

ﾛｼﾞｪｸﾄにおいて織り込むこととした（ミニッツ 10 条）。ま

た、水管理委員会の求心力は現場でも問題視されており、

既存の各種村落委員会を活用することが望ましいと判断

する。 
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２－３ 調査地域の概要 

２－３－１ 自然概要 

対象地域は、モクバ、イレ、ジレ郡にかけては、標高 200-300m のなだらかな丘陵地形を

なしているが、イレ北部からその北方のアルトモロクエ郡にかけては、インゼルバーグと

呼ばれる花崗岩の岩山が点在する、標高 500m 以上のやや起伏に富んだ地形を呈している。  

地質は、全体にアフリカ大陸の基盤をなしている硬質な花崗岩、片麻岩質岩よりなる。 

地下水は、これら硬質な岩盤の表層部分の風化帯、あるいはそれより深部の未風化部の亀

裂に沿って分布している。気候的にはザンベジア州は、熱帯サバンナ気候に属しており、

４月から９月までの乾季と 10 月から３月までの雨季とに分けられる。州都キリマネ市にお

ける気象データでは、年平均雨量は 1400mm、年間平均気温は 25 度前後を記録している。対

象地域の特徴は、熱帯サバンナ気候に属するものの、比較的降雨量に恵まれており、地域

内に１年中水の枯れない大小の常流河川が数多く存在しており、改良型の給水施設のない

住民は、これらの河川あるいは湧水に水を頼っている。 

 

２－３－２ 道路、電力整備概況 

キリマネ－モクバ－イレ－アルトモロクエ間の約 350km は、アスファルト舗装されてい

る（現在ナマクラ－モクバ間の約 30km で舗装工事中）。イレのナンペポからエレゴ間も舗

装されている。この舗装道路以外では、モクバ－ミランジェ、イレ－グルエ、ナマロイ－

ルジェラ間等の郡所在地を結ぶ幹線道路は、舗装されておらず、乾季には車両の通行が可

能であるが、ラテライトが分布するため、雨季には泥濘化してしばしば車両での通行が不

能となる。幹線道路以外の道路は、雨季の通行は困難である。また、村落間道路では、橋

梁の損壊が多く、長時間の迂回を余儀なくされる例がしばしばである。 

ザンベジア州の電力は、テテ州のザンベジア川カホラバサ発電所からザンベジア川沿い

にケリマネまで送電されている。ケリマネからは、モクバ、アルトモロクエ、グルエの町

まで送電されて電化されている。 

 

２－３－３ 給水概要 

現地コンサルタントによる調査によれば、対象４郡の給水普及率は、11.4％と「モ」国

全体の村落給水普及率の 24％に比べて非常に低い。中でもイレ郡は 7.4％と最低であり、

４郡の中ではモクバの給水率は、17.9％と最も高い。一方これらの施設の稼動状況は、４

郡平均では、浅井戸が 55％、深井戸が 83％であった。 

また、給水施設のタイプ別の普及率は、以下のとおりである。 

 

郡 浅井戸（dug well） 深井戸（tube well） 
Mokuba 52% 48% 
Ile 22% 78% 
Gile 57% 43% 

Alto Molocue 7% 93% 
４郡平均 38% 62% 
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２－３－４ 現地踏査概要 

DAS 担当者の案内で、モクバ－グルエ幹線道路に沿って、問題のある４ヶ所の井戸を視察

した（モクバ郡１、イレ郡３、内イレ郡の１ヶ所は稼働中）。稼動していない３ヶ所のうち、

１ヶ所はポンプの本体と井戸内の揚水管、シリンダー、継ぎ手等を含めて全てが盗まれて

いた。  

 

井戸番号 コミュニティ 郡 故障内容 故障時期 

 

８６－１ 

８４－１ 

８４－２ 

９０－１ 

 

Nampevo 

Macuelia 

Errupe II 

Muricel 

 

Mocuba 

Ile 

Ile   

Ile   

 

継ぎ手の損壊 

盗難 

稼働中 

ピストンの落下 

 

約６ヶ月前 

約１ヶ月前 

 

約３ヶ月前 

 

８４－１では、３ヶ月に１回の定期メンテナンスを実施していたとのこと（ポンプの上

部を開けて、ピストン、フートバルブ等を清掃）。一方、９０－１では、故障が発生した時

点で、修理班が揚水管の取り外し方が分からないため、グルエより修理のためのメカニッ

クを呼んでいる（通常のメンテナンス訓練を習得していれば、自分たちで出来る修理であ

るにも関わらず）。このように、コミュニティによって水管理委員会内のポンプ修理班のメ

ンテナンスの習得度に大きな差が見られる。同様に、水料金の徴収の面でも、水委員会毎

に差があることが認められる。これらのコミュニティでは、全て集落より比較的近いとこ

ろ（徒歩 30 分以内）に湧水、河川等の代替水源が存在している。従って、住民がポンプを

修理したいという意欲が、比較的低いものと推測される。 

一方、衛生面では、それぞれの村落に伝統的な Pit Latrine が散見される。これは、地

面に 1-1.5ｍ程の穴を掘り、板を渡して 30 センチ四方程度の用便用の穴を作ったものであ

る。便所の周囲は、ヨシズのような草の塀で囲っている。屋根はない。隣に水浴び用の囲

いを作っている場合もある。これらトイレの普及率は、概ね１割未満と推定される。 
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２－４ C/P 機関等の業務概要とプロジェクトでの取り組み 

 

機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

公共事業住宅省 

国家水利局 

（MOPH/DNA） 

１．公共事業住宅省 

公共事業住宅省（MOPH）のなかで、水資源管理、給水事

業を管轄。国家水利局以外に道路橋梁局、土木工事局、

都市整備局、計画・経済局、人事局がある。 

 

２．国家水利局組織 

（１）人員：局全体の人員約 200 名。 

（２）組織 

3 官房（国際河川／水資源開発／計画・管理）、5 部（経

理／人事／水資源／都市給水／村落給水／衛生）。 

給水事業基金：都市給水の運営は民間委託しており、

当基金が契約・監理。借款の管理も実施。 

流域管理：5つ（南部／中央部／ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ／中北部／北

部）の流域管理事務所あり。（人員 20～40 名程度） 

（３）水政策 

大臣レベルの国家水審議会（農業／ｴﾈﾙｷﾞｰ／環境／保

健／鉱業等）、次官レベルの国家給水規制審議会（同様

の省庁により構成）により大臣に諮問・策定。 

（４）予算：40 億円／年。うち９割を外国の資金援助に

依存している。 

 

３．ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州公共事業住宅局水給水部の事業との関係

計画・管理官房、村落給水部、衛生部が各州が実施する

給水・衛生普及事業のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、事業計画策定支援、デー

タベース化、契約行為（公示等）の支援等を実施。 

（村落給水整備事業はすべて州政府が実施している）。 

 

村落給水事業の実施主体は

州政府レベルに分権化され

ているが、予算・人員上の制

約があり、全国的な村落給水

事業実績・課題を必ずしも把

握し切れていない。 

 

DNA は直接的な C/P 機関で

はないが、JCC 会議の外必要

に応じて DNA のｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州

担当者に現場への出張を促

し、情報・問題意識の共有

に努める。 
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機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

CFPAS（水・衛生技術

訓練校）Centro de 

Formacio 

Professional de 

Agua e Saneamento ） 

１．組織・沿革 

（１）公共事業住宅省（MOPH）傘下の訓練校だが、運営

上独立している。 

（２）研修事業部（教務課／資料情報課／研究／訓練課）、

総務部（総務課／経理課）、所長直轄の調査・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

局(Gabinete de Estudos e Projectos)より構成。Beira，

Nampula に支所あり。人員は計 103 名（内教員 40 名）

（３）沿革：1978 年に設立。90 年代初頭までは政府内

（MOPH 等）技術者を対象に研修。90 年代半ば以降ﾕﾆｾﾌ、

スイスの支援（初期は長期専門家が常駐。現在も CFPAS

担当者と定期協議実施。カリキュラム開発。資機材支

援等）を得て外部の PEC 人材育成を開始。 

２．業務概要 

（１）１～３年のディプロマコース（常設）とニーズに

対応してアドホックに実施する短期コースを実施。 

（２）予算：総収入約 45 万ドル内 MOPH からの補助（10％

／人件費の一部）、スイスからの支援（10％）、CFPAS

独自予算 30％、短期コース実施による収入 50％（ドナ

ーからの発注多し）と 8 割は CFPAS の独自予算・研修

事業収入で賄っている。（2005 年会計実績はやや赤字と

のこと） 

（３）最近の傾向：スイスの支援が減少しており、生徒

数も減少傾向にあり。ﾌﾞﾗｼﾞﾙのある大学と連携／環境

コースの新設等を検討中。 

３．PEC コース 

（１）長期：1 コース（Participacio e Educacao 

Comunitaria）15～20 名が毎年卒業。授業料＄300／年。

PEC に係る国内唯一のﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ付与機関。 

（２）短期：実施コース数不明。現在はﾕﾆｾﾌ（於ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞ

ｱ州）、国境なき医師団、ｘｘ州政府の要望に基づき実

CFPAS を介さず CFPAS の講師

（含む外部人材）を PEC 人材

育成等に活用しているﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄ（ドナー）もあり、必ず

しも現場の経験がｶﾘｷｭﾗﾑ改

善・開発に繋がっていない。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで実施する PEC 活

動 か ら 得 ら れ る 教 訓 を

CFPAS へ繋げ、CFPAS の PEC

ｶﾘｷｭﾗﾑ改善を促す。 
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機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

施。訓練ﾒﾆｭｰは長期コースから抽出することが多い。

（３）講師（長期コース）：15～20 名程度。一部 CFPAS

専任講師もいるが、大半は科目別に外部（大学等）よ

り招聘。 

（４）研修コース策定・改定：スイス、ﾕﾆｾﾌ等と共同開

発。２～３年毎に改定を実施している。研修カリキュ

ラムは教育省の承認を得ている。 

４．PEC 卒業生 

（１）累計 200 人程度。（全国のｱﾆﾏﾄﾞｰﾚｽ 2000 人の 1 割

程度） 

（２）NGO（Water Aid, Save the Children）から派遣さ

れる受講生もいるが、個人の参加者が多い。年齢は 30

歳以下が中心。本年は受講者の 8割が女性。 

（３）雇用：CFPAS で PEC 資格を得ても雇用先のない卒業

生多し（特に首都圏出身者）。そのため、卒業生は CFPAS

の PEC コース教材等を活用し「人材育成」を実施して

おり、CFPAS と競合している。 

５．PEC コントラクターとしての CFPAS 

卒業生リストから人員を組織し受注（年間 3件程度）(ｻﾞ

ﾝﾍﾞｼﾞｱ、ガザ、ﾃﾃ州より受注) Activista 育成、水管理委

員会、ﾒﾝﾃ委員会設置支援等。契約期間は 6 ヶ月程度。 

ザンベジア州政府 

公共事業住宅局 

(Direcção 

Provincial 

de Obras Públicas e 

Habitação-DPOPH ） 

 

１．組織 

（１）州政府下の機関。州知事は大統領による任命。そ

れ以下のレベル（各局、郡）は州知事による任命制。

（２）州政府の下に下層レベルの行政組織としては、郡

政府、ロカリダーデ、アルデイアがある。 

（３）過去には DPOPH の郡出張所が 7 郡に設置されてい

たが、現在も存在するのは Mocuba 郡のみ。公共事業担

当の技術者は郡政府事務所に勤務。担当者は各郡 1-2

名。 

・ 予算の制約により C/P の

人員数、キャパシティが

不十分。 

・ 予算の制約により、対象

村落の需要に対する契約

件数が少ない。 

・ 予算の制約により、受注

業者のモニタリングが適

切に行われていない。（郡

① C/P として、DAS のみな

らず、郡政府を含め PEC

コントラクターを巻き

込んだ形での能力及び

機能強化支援を実施。 

② 契約主体は DAS である

が、現場に近い郡政府担

当者を含めて、PEC 業者

のモニタリング能力向
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機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

（４）議会は国家レベルでしか存在せず、州レベルに議

会はない。2007 年に設置する予定。 

（５）DPOPHの予算のうち、国庫からの予算はおよそ15％。

２．給水・衛生部（DAS） 

人員： 

技術者 11 名、会計、秘書。 

（うち技術者5名の給与は現在DFIDから支払われてい

る。DFID のプロジェクト内で、人員不足を補うために

雇用した。） 

予算： 

上記を除く職員の給与及び事務所光熱費のみ国家予算

から支払われ、残りはすべて援助資金による。所有し

ている車両 1 台も UNICEF の援助による。 

（UNICEF のプロジェクト資金は約 120 万ドル。） 

体制： 

浅井戸・深井戸班、小規模パイプ施設班、PEC 衛生班

から構成される。DAS の人員は限られているため、郡

役所との連携により、郡レベルをカバーしている。郡

担当者とのコミュニケーションは良好。 

主たる業務形態： 

施設建設コントラクターPEC と契約により、村落に給

水・衛生サービスを提供。公示により、受注 PEC を選

定。年間 3-4 件の PEC と契約を行っている。1PEC あた

りの井戸の建設数は約 20。指示書は、Politica 

Nacional de Agua で決められており、定型を使用。（各

ドナーも同様）委託選定基準として、CFPAS の課程修

了証明より、経験を加味する傾向？ 

主たる PEC コントラクター： 

主に民間の PEC 会社を使用。中にはコンサルタント（開

発調査を行い、マスタープランを策定）も含まれる。

役所の担当者との連携を

通じて行っているが、彼

らの能力強化までは行っ

ていない。） 

・ 現在 DAS に属する技術者

の約半分の給与は自己資

金で賄えていない。 

 

 

上を図る。 

③ UNICEF とはザンベジア

全州の GIS マッピング

を共同で実施し、相乗効

果を図る。 

④ HIV/AIDS について、保

健局のみならず、各局で

取り組みを行うことを

州政府が推奨している

ため、本プロジェクトに

おいても協力を行う。 
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機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

これまでに実績のある 11 社の企業規模として、1社あ

たり約 5-10 人のアニマドール。最大手の EPAR-PEC は

古くから多くの知見経験を有しており、質も高い。ア

ニマドールはおよそ 30 名。政府との関係が強い。一方

で、PEC 活動部門の廃止の動きもある。 

スペアパーツの供給網： 

UNICEF がザ州全郡役所にストックを配布する予定。現

状では基本的にうまく機能していない。 

郡政府事務所 １．地方分権化の流れの中で州政府事務所の各セクター

部の郡出張所から人員がシフトされる形で郡政府事務所

が強化されつつある。対象 4 郡の州政府事務所は総勢 30

～40 名程度。 

２．給水・衛生担当者は各郡事務所に 1～2 名いるが、1

名で他の公共事業も担当している。 

・ 人員不足、移動手段（バ

イク等）の不足、DAS と

の連携の不足により、PEC

活動や対象村落を十分に

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ出来ていない。 

・ 井戸スペアパーツの在庫

設置の試みはあるが、

「モ」国現行法上行政機

関は収益活動を規制され

ている。 

州政府（DAS)は現場レベル

の組織を有していない中、

郡政府レベルとの連携は極

めて重要であり、郡政府を

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中で準カウン

ターパートと位置づけるこ

とで合意。DAS 職員・郡政府

職員との協同を通じて連携

の促進、郡事務所スタッフ

の能力向上を図る。 

PEC コントラクター 

（個別の PEC コント

ラクターについて

は、別添資料を参照

のこと） 

 

・ PEC コントラクターの選定の方法はすべて公示によ

る競争で、新聞を通じて公示が発表される。指示書は

有料で購入する。第 1 段階として関心表明、その後の

5 社に絞られたショートリスト後に第 2 段階として、

技術面と見積のプロポーザル競争となる。 

・ すべての公示は DAS の名前で出るが、ドナーによっ

て、プロポーザル等に要求される内容、価格、成果品

に違いがある。 

・ 最近では応札への参加数が増加しているために、競争

が激しくなっている。 

・ あるコンサルタント会社では PEC のチームはコンサ

ルタント一人に数名のアニマドールで構成されてい

・ 通常 PEC 活動は井戸の建

設前とその直後のみとな

っており、コミュニティ

における持続的な組織化

をはかるには十分といえ

ない。 

・ たとえ一度はトレーニン

グを受けて、経験を積ん

でいるアニマドールで

も、新たな地域で活動を

する際は再トレーニング

が必要である。 

・ PEC アニマドールを通

じて、コミュニティへの

啓蒙、普及活動を行う。 

・ PEC アニマドールへは

必要に応じて再トレー

ニングを CFPAS を通じ

て実施する。 

・ 同時に OJT も実施する。 
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機関 概要 課題 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの取り組み 

る。アニマドールの選定はそのコンサルタントの責任

で行い、対象地域性（言語を含む）のある人を雇う。

（CFPAS などでの）トレーニングの修了証は重要視し

ていない。経験や地域性を最重要視する。 

・ 活動は給水施設の建設開始前から始まり、最長 6 ヶ月

ほどかける、その後 2 ヶ月ごとに 2回のモニタリング

を実施し、終了する。その間にコミュニティの責任は

十分養われると認識しているようだった。 

・ 給水施設維持管理において困難な点は①盗難②習慣

文化（支払いなど）③修理④スペアパーツがあげられ

る。 

・ 推計で PEC アニマドールは全国に約 2000 人、うち

CFPAS の Diploma 保持者は 200 人程度 

 

・ 現在 PEC 活動の実施機関

は Quelimane に 8 団体あ

るが、対象地域により近

い場所に拠点を持つ住民

組織の巻き込みも検討す

る。 
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２－５ 関連機関の業務概要 

 

項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

Dfid / UNICEF Project 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ｻﾞﾝﾍﾞｼﾞｱ州で「地方給水・衛生教育」（DFID-UNICEF） 

（2004 年～2006 年 12 月 31 日、延長予定なし） 

Water Aid を通じた DPOPH－Zambezia DAS(給水衛生部)、DAF(総

務部)を支援。 

ア） 施設建設、Afridev 設置(インド製多し) 

イ） 給水・衛生のためのコミュニティ参加活動（Demand Creation、

村落・学校・保健ｾﾝﾀｰにおける保健・衛生活動支援、教材開

発等） 

ウ） DPOPH 等の組織強化（DAS,DAF,NGO、業者等に対する人材育成。

DAS の PEC 契約・調達業務支援。研修、OJT、視察、機材投入。）

 

・ これまでに 4 郡（Lugela,Chinde, Nicoadala,Inhassunge）で

320 の water point を建設し、6000 の households に対し、ト

イレの整備を実施(伝統的な Pit Latrine, コンクリートスラ

ブを無償配布)。井戸はすべて Afridev を設置しているが、今

後 Rope Pump にトライしたい意向。（郡レベルでローカルの職

人を育成予定） 

・ 320 のうち 125 は深井戸(borehole,平均深度 40m)、残りが浅

井戸(dug well)である。建設コストは、深井戸でおよそ

6000USD、浅井戸でおよそ 4000USD かかっている。 

・ 年間約 20 の PEC コントラクターと契約してきた。ローカルリ

ソースを活用。実績のある会社は次のとおり。１コミュニテ

ィあたりの PEC 活動費（１animador あたり）は 1000USD であ

る。PEC 活動は 6 つのステージからなり、１コミュニティでの

トータルな活動期間は 3～6 ヶ月であるものの、１コミュニテ

ィあたりでの実質的活動期間は 1ヶ月程度と考えられる。 

・ JICA 案件としてユニセフとの違い、特徴

をどのように示すかが課題となる。 

・ JICA の場合、すでに井戸は敷設されてい

るということが出発点となり、それをどう

維持管理するとともに、衛生改善につなげ

るかということを目指す。PCM ワークショ

ップでもこの視点で問題提起する。 

・ 組織や能力強化面についてユニセフはど

のようなモニタリングをおこなっている

のか、それが効果を発揮しているのかにつ

いて調査すれば、それから学べることはあ

るはずである。また、それがユニセフの弱

みであるのならば、それを克服した形のモ

ニタリングのあり方を当案件では提案で

きる。 

・ ユニセフ資料の関係者の役割分担の表に

よると、住民（水管理委員会など）がない。

(トップダウン的な考え方だから?) 当案

件が持続性を求めるならば、住民の役割と

その意識は重要である。 

・ JICA プロジェクトでは、既に UNICEF プロ

ジェクトで雇用された実績のあるアニマ

ドールと契約して活動を行うのか、新たに

経験のないコントラクターと契約して、彼

らを訓練するのか？ 

・ JICA プロジェクトでは、井戸掘削施工時
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 設置した井戸のうち 10％は機能していないが、妥当な数字と

捉えている。（全体的には平均 30％の井戸が稼動していない現

状を鑑みて） 

・ 本来工事の施工管理は DAS が実施することになっていたが、

DAS の施工管理能力不足（要員、予算）のため、別途 Technical 

Supervisor を雇ったところ、成功率がアップした。 

・ トイレスラブの無償配布、家庭のトイレ整備にかかるコスト

はスラブを含め約 40～50USD。（WB は約 15USD で設置可能とし

ている）  

・ Afridev Pump スペアパーツのサプライチェーンについて、郡

役場に 100 セット程度備品のストックを配布し、商人に看板

をつくらせて売らせているが、あまり機能していない。ロー

カルのメカニックを各郡に 4 人程度指名し、彼らに対して訓

練を実施し、マニュアルを配布して育成している。現段階で

は商業ベースでのスペアパーツ流通網の確立は、取り扱い量

が小さく、利益率も低いため、不可能に近いため、行政レベ

ルでの後押しが不可欠である。 

・ プロジェクト終了時に Final Report を作成予定（2006 年 12

月） 

・ JICA への提言として、対象郡の選定及び Political 

Commitment の取り付けをはじめ、郡役所の巻き込みが非常に

重要とのこと。 

・ DAS の要員が少ないため、Dfid/UNICEF Project では、４名を

新たに雇用して給料を払っている。DAS 側よりこの４名の給料

支払いを、プロジェクト終了後も継続するよう要請している。

・ １郡につき、4-8 名のアニマドールと契約（通常１郡で１コン

トラクターと契約するが、２つのコントラクターと契約する

ケースもある）。１名のアニマドールが概ね 10 集落

(community)/年間、をカバーする。契約期間は、実質的に９

における井戸の記録（揚水試験、水質試験

等）を元に、維持管理の困難な井戸を重点

的に支援する等の配慮が必要。 

・ 最近策定された「National Sanitation 

Policy」（ドラフト）によれば、Household 

sanitation（トイレ）の普及活動において、

受益者に対する政府やドナーからの補助

(subsidy)は、行わない方針となっている

（UNICEF はこれまでコンクリート板を無

料で各家庭に配布していた） 

・ JICA プロジェクトでは、郡役所にスペア

パーツのデポを置くのは妥当であろうが、

郡役所が直接スペアパーツを販売するの

は、役所の権限上問題があるため、何らか

の方策を検討する必要がある。 

・ Final Report に多くの Lessons Learned

が盛り込まれることになるので、これらを

JICA プロジェクトの運営に反映させる。 

・ このように DAS の要員が少ない状況で、如

何に JICA プロジェクト実施に必要となる

C/P を確保するかが課題となる（外部の人

材の雇用も必要となるかも知れない）。 
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヶ月である（雨季の３ヶ月を除く）。それぞれのアニマドール

は、１コミュニティで 1-2 名のアクティビスタを雇用して、

PEC 活動を実施する。ユニセフプロジェクトでは、①PEC，②

給水施設の建設、③施工管理の３つの契約を結んでいる。 

・ PEC 活動におけるアニマドールは、６ステージに分けられた活

動の中で、①水･衛生委員会の組織化と活動支援、②Hygiene 

Promotion, ③トイレ建設の普及、の３つを主眼としている。

・ PEC 契約を結ぶ際には、アニマドールは全て正式な３年間の

Animeter Diploma Course を卒業したものに限定している（ほ

とんどが CFPAS の卒業生である）。PEC 契約後、事業を開始す

る前に、アニマドールを対象とした各種のトレーニングを実

施する（Human Resources Management, PCM 等多岐に渡る）。

このトレーニングは CFPAS のトレーナーと契約して実施する

（ものすごくコストが高い）。 

 

２．ザンベジア州の給水・衛生マスタープラン策定（2006 年 8 月

ドラフト完成、2006 年 12 月終了予定） 

・ Dfid/UNICEF project が今年 12 月末に終了するが、その後の

活動のために M/P を作成した。 

・ マスタープランの活動として、ザンベジア全州に対する GIS

Mapping を実施予定。州レベルのデータバンクとして持続可能

なシステム作りを目的とする。 

・ JICA のプロジェクト対象地域４郡については JICA に協力要

請。 

・ 各郡に GPS、EC meter（電気伝導時計）、PH meter（PH メータ

ー）、モーターサイクル(Eric より聴取)等を配布し、NGO に委

託して作業を進める。交通手段がないのが、一番の問題点で

ある（Eric より聴取） 

 

JICA プロジェクトの場合には、既に給水施設

が建設済であることから、それぞれのコミュ

ニティについて、井戸の維持管理状況を把握

した上で、管理状況が良いコミュニティと悪

いコミュニティとで、活動の内容を変える必

要があろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JICA プロジェクトも、この M/P の方向に沿っ

て、他のプロジェクトと整合性を図る必要が

あろう。 
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

３．学校衛生プロジェクト 

（Maganja da Costa 郡、2004 年～2009 年） 

・ 128 校を対象に実施予定、現在までに約 20 校に対して支援を

行った 

・ Improved Traditional Latrine の建設と生徒に対する

Sanitation ,Health, Hygiene Education (Eric より聴取) 

 

４．ユニセフの New Country Program (2007 年～2009 年) 

・ Zambezia, Safala, Tete, Manica 州を重点援助地域とする 

・ EU Water Facility とのパートナープログラム  

（2006 年 9 月～。都市周辺部として Mocuba 及び Quelimane, 

村落給水･衛生では Milange 及び Nicoadala を対象とする）

総額700万USDのプロジェクトでEUとユニセフが50％ずつ出

資する。 

・ オランダ政府とのパートナーシッププログラム 

（2006 年～2011 年。対象地域は Tete, Safara, Manica） 

総額 2700 万 USD のプロジェクト 

 

５．JICA との定期ミーティングの開催について 

DNA, DPOPH-DAS, Water Aid, UNICEF, JICA といった関係者を集

めての定例ミーティングを年に 2回程度実施したいとの提案。初

回については、JICA 主導での実施をリクエスト。 

Water Aid プロジェクト （2007 年～。Namarroi、Namacurra 郡対象） 

PCA(一括契約？Minites of Understanding)により実施する。 

以下、Water Aid の Eric より聴取；郡事務所の CB を主体とす

る（併せて DAS の要員の CB も行う）。郡事務所にモーターサイク

ル、GPS、EC メーター、pH メーター、水位計等を配布し、GIS 整

備のためのデータ収集を行う。郡事務所に交通手段のないのが一

番の問題点である。それぞれの郡事務所には、1-2 名の公共事業
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

担当者（給水･衛生も担当）が配属されている。 

Afridev pump のスペアパ

ーツの販売代理店 

これまではモザンビークでは、Agro Alpha 社だけが Afridev を扱

っていたが、Afro Drill と言う掘削コントラクターが、最近ライ

センスを取得して Nampla に Afridev の販売所を作った。また、

この出店を Mocuba に置くと言う話がある。 

輸入、あるいは国内生産されたポンプは、全て Mozambique 

Engineering Laboratory で Technical Inspection を受け、

Certificate が発行されないと、販売することができない。ロー

プポンプも同様である。 

 

DANIDA ・ DANIDA はザンベジア州で学校建設計画あり。 

 

・ 給水衛生事業： 

ザンベジア州では環境改善事業の一環として都市給水衛生プ

ロジェクトを実施してきており、モクバ市（Municipality）を

含む 7 つの市が対象となっている。 

学校事業については担当者が 8 月中は休暇で

あるために情報入手が不可能であった。 

 

World Vision ‐給水事業 

2003 年ごろに Tete 州と Nampula 州で実施。建設の 6 ヶ月～１

年前からコミュニティへの啓蒙、普及活動を実施し、ポンプ設

置費用の 3％をコミュニティが負担するという方法をとる。そ

の 3％はコミュニティで保管され、維持管理に使われる。 

‐学校建設（World Vision は対象郡での学校建設の実績あり） 

建設の際にはトイレ（教員用 2、男子用 2、女子用 2）と給水施

設も敷設する。材料はセメントなどを利用する。 

‐ザンベジア州 4 郡での実施中の事業 

アルトモロクエ、ジレ：衛生、HIV エイズ、農業 

イレ：家族計画 

モクバ：チャイルドスポンサーシップによるコミュニティ事業

（それぞれのニーズによる） 

以下対処方針（案） 

・ 衛生施設建設を行わない場合、当案件がそ

れを担当することは可能（校舎と衛生施設

の建物のレベルを合わせる） 

・ 衛生施設も建設する場合、維持管理や衛生

教育について当案件で実施することが可

能 

・ ソフトコンポーネントもある場合、その連

携の可能性をさぐる 
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

IMAP（小学校教員養成学

校） 

小学校教員養成目的の 4 課程(2 年間) 

①普通 ②音楽 ③美術 ④英語 

・ 普通課程は数学、理科、ポ語、教授法、研究方法、衛生教育

がある。 

・ 衛生教育は 1 年間のカリキュラム、2005 年は給与不足で休講、

JOCV 要請あり。 

・ 再訓練は資金があれば実施。 

 

DAS との協議の結果 IMAP の実施する衛生教育

はあくまで正規学校教員養成向けのｶﾘｷｭﾗﾑと

なっており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ対象村落住民に対す

る実践的な普及活動の観点からは、適当では

ないことが判明した。むしろ PEC ｱﾆﾏﾄﾞｰﾙに対

する再訓練が必要と判断され、PDM の投入か

らも除外した。 

（以下対処方針） 

・ 2006 年の衛生教育カリキュラムの実施状

況 

・ 学校における衛生教育の実施について（カ

リキュラムとしては義務だが、ローカルコ

ンサルタントの報告書によると教員によ

るその意識は低い） 

・ 衛生教育の調整については州レベル（MOPH

での議事録？による）ということなので、

必要に応じて州教育局にも現状を確認す

る 

・ JOCV を教員として派遣（PDM には含めるこ

とができない） 

・ 教材開発 

・ 対象コミュニティの学校教員への再訓練

の実施 

インド政府 Afridev のモデル（インド製）でザンベジア州とナンプラ州で計

800 の井戸建設を行っている。ザンベジア州では 2006 年はジレ、

イレ、アルトモロクエ郡などで 320 の井戸を建設している。PEC

活動はすでに終了しているが、インドのコンサルタント会社が担

当したようである。対象村落は郡役所と決定したようである。 

州レベルの DAS は計画立案段階において詳細

に係わっていないようであり、本案件との対

象コミュニティレベルでの関連については十

分な情報を得ることができなかった。ステー

ジ 1 では本案件で対象としている村落との関

係をまず把握する必要がある。 
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項目 概要 本 JICA プロジェクトとの係わり方針 

（ステージ１の課題） 

MCA (ミレニアムチャレ

ンジアカウント)‐アメリ

カ合衆国政府 

給水・衛生分野では 12,500 万ドルの予算があり、うち関連分野

の内訳は以下の通りである。 

・ 村落地域の 1500 深井戸建設（２州）1,600 万ドル 

・ 村落地域の貯水池の建設（ザンベジアを含む 4州）200 万ドル

・ 州レベルの行政組織能力強化（ザンベジアを含む）500 万ドル

・ ローカル組織の政策開発 260 万ドル 

現在入手できた情報は左記のみであるがザン

ベジア州の行政組織強化の詳細については更

に調べる必要があると思われる。 
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第３章 PCM ワークショップ結果概要 

 

３－１ PCM ワークショッププログラム 

日時：7 月 28 日(金) 

場所：IMAP（教員養成学校）、Quelimane、Zambezia 

モデレーター：稲田 菜穂子（調査団員） 

副モデレーター：Tamino Moises（JICA ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ事務所スタッフ） 

プログラム： 8:50 イントロダクション 

  9:00 問題分析 

  10:40 休憩 

  10:50 問題分析（続き） 

  13:30 目的分析 

  14:00 昼食 

  14:50 目的分析 

  16:10 終了 

 

３－２ ワークショップ参加者 

参加者は、計 23 名。DPOPH７名、PEC コントラクター（コンサルタント会社）４名、PEC

コントラクター（NGO）8 名、IMAP3 名、DNA1 名。詳細は下記リストのとおり。 

 

No. 氏名 所属先 

1 Graciano Artur Chefe Depart. Agua Saneamento- DPOPH, Zambezia 

2 Januário P. Muicarave Depart. Poços e Furos/ DAS, DPOPH- Zambézia 

3 Xavier Sitoe DPOPH- Zambézia, DAS 

4 Amélia Cacilda Majinga Chefe Secção Saneamento Rural e PEC - DPOPH, Zambezia 

5 Maurício Duarte Secção Pequenos Sistemas, DAS- DPOPH, Zambézia 

6 Verona Parkinson AGEMA Consultant- Zambézia 

7 Dinis Napido GEOIDE Cosultant - Zambézia, Manica & Nampula 

8 Erik Harvey Water Aid, Technical Advisor to DPOPH 

9 Idalina R. Alfai Departº. Agua Rural- DNA- Maputo 

10 Luciano Roque AAJOCA - PEC NGO, Coordenador 

11 Ezequiel Gouveia AGEMA Consultant- Zambézia 

12 Frederico Nofre Kulima, NGO (PEC)- Técnico de Construção 

13 Enes Mucufo DAS, DPOPH- Zambézia 

14 Garete L. Pantavida IMAP (instituto de Magistério Primário- Zambézia) -

formador 

15 Cecilia Singano IMAP (instituto de Magistério Primário- Zambézia) -

formador 
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16 Júlio Filipe Malipiha IMAP (instituto de Magistério Primário- Zambézia) -

formador 

17 Tomé Varela Nossa Casa , PEC NGO 

18 Ernesto G. Neto CDC Z, NGO- Administration Officer 

19 Carlitos Pinto Solidariedade, NGO- Zambézia 

20 Francisco Mosse 

Ngulanga 

Forza, NGO- Zambézia 

21 Casimiro F. Maissa CECOHAS, PEC -NGO 

22 José M. A. Conceição Kulima, NGO (PEC)- Técnico de Coordenador 

23 Timóteo B. B. José AGEMA Consultant- Zambézia 

 

３－３ ＰＣＭワークショップ結果概要 

最初に「既存の給水施設を衛生改善のために利用するにあたり存在する問題、困難点」

という視点でカードを提示してもらった。それらは、大きく「ポンプの修理」「PEC 活動」

「コミュニティ」「プロジェクト実施」の分野に分かれた。 

「ポンプの修理」については、スペアパーツの供給、コミュニティにおける維持管理体

制、技術者に関する項目を中心に議論された。コミュニティのメンテナンスグループで解

決できないレベルの技術を持つ修理工を Localidade（行政単位の末端で一つの District に

10 前後ある）単位で養成し、最初のインセンティブとしては自転車と道具を供与するが、

その後はコミュニティが支払いを行うというアイディアは目的分析の結果でてきた一つの

解決案である。 

「PEC 活動」については、コミュニティに対してより長期の活動を必要とするといった意

見が挙がっていた。また、PEC 普及員へのトレーニングの改善、更にそのトレイナー（CFPAS

など）の質の向上も求められていた。このような PEC 普及員の質の改善のみでなく、同時

に PEC コントラクターである会社や NGO のマネージメント能力もよりよい活動を実施する

のに必要であるという考えも強く示されていた。 

「コミュニティ」内の組織化や衛生についての意識については、住民やコミュニティ自

体に問題が存在しているというよりも、PEC 活動が十分でないために、持続性、継続性、自

立性が確立されないという考え方であることが明確にされた。文化的な困難があったとし

ても、それは普及活動により十分変えることが可能であるということである。 

「プロジェクトの実施」については、井戸掘削技術や水脈と掘削場所の関係など、開始

時についての問題が挙げられたが、それらに直接係るのは行政であることもあり、給水衛

生局の職員の参加が多かったこともあり、深く触れない傾向にあった印象がある。このワ

ークショップでは「既存の井戸」を扱っていることもあり、目的分析ではこれ以上深くこ

の分野については触れなかった。 

目的分析において、「中心目的」がもたらす結果として「給水施設を継続的に利用できる」

→「衛生な水が利用できる」→「水因性疾患が減少する」→「住民の死亡率が減少する」

という流れが確認されたが、その他に係る「手段」としての「トイレの利用」「手洗い」に

ついては、時間に制限もあり、十分に掘りさげることができなかった。 
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当初の予定をはるかに越える人数の参加であったが、必要に応じて作業は 2 つのグルー

プに分けて行ったため、全員がまんべんなく参加することができたようだ。カードの確認

を全員でする際に、参加者が積極的に自ら順番に交代でまとめることができ、モデレータ

ーのみに頼らない参加度の高いワークショップとなった。また、カードの書き方や全員の

意見の一致など PCM ワークショップのルールから、一人ずつ意見を述べるといった常識的

な議論の仕方まで、早い時点での学習があり、参加者の高度な理解と参加者間の協力が見

られた。 

問題分析と目的分析の結果については、別添資料５の PCM 系図を参照されたい。 
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第４章 プロジェクト協力案 

 

４－１ プロジェクト協力案の概要 

「モ」国側と事前調査団が協議の上、本プロジェクト協力案を下記のとおり暫定的に策

定した。本プロジェクトは３つのステージで構成される予定であり、第 1 ステージ(約 6 ヶ

月間)では、活動基盤整備、協力対象コミュニティの選定、現状調査（関係機関の現況把握、

ベースライン調査等）を実施する。また、第１ステージに実施する現状調査の結果を受け

て、下記協力案や PDM の指標の改訂やプロジェクト運営・実施計画の協議を行なうことと

する。なお、PDM 改訂に際しては、本プロジェクトの合同調整委員会にて決定をする。 

第 2 ステージ(約 2 年間) および第 3 ステージ(約 2 年間)では、行政府（中央政府、州政

府、郡役所）との連携による既存給水施設維持管理のモニタリング体制の整備、協力対象

コミュニティにおける給水施設の維持管理体制の強化、協力対象コミュニティにおける衛

生習慣の改善を支援する。 

 

４－１－１ 上位目標 

ザンベジア州 4 郡の対象コミュニティにおける住民の水因性疾患が減少する 

 

４－１－２ プロジェクト目標 

対象コミュニティにおける既存の給水施設の持続的利用が可能になり、衛生習慣が推進

される 

 

４－１－３ 成果 

0. ステージ２、３で実施される PDM1,PO1 が策定される 

1. 中央政府・州政府・郡役所との連携による既存の給水・衛生施設のモニタリング体制

および水・衛生普及体制が整備される 

2. 対象コミュニティにおける給水施設の維持管理能力が強化される 

3. 対象コミュニティにおける衛生習慣が改善される 

 

４－１－４ 活動 

0.  ステージ２の成果・活動の策定 

0.1 プロジェクトのステアリング・コミッティのミーティングを定期的に実施する 

0.2 CFPAS,DAS,郡事務所の能力（制度・組織・人）が把握される 

0.3 CFPAS の PEC 普及員(アニマドール）養成カリキュラムの詳細を DNA と連携して 

把握する 

0.4 対象地域で活用しうる PEC 普及員（約 20 団体・120 名）の能力・課題を把握する 

0.5 対象コミュニティの給水・衛生状況のベースラインを把握する 

0.6 対象コミュニティの住民を対象として水・衛生に係る KAP サーベイを実施する 

0.7 対象コミュニティにおける、給水施設維持管理に係る水管理委員会、メンテナンス



 34

グループの活動状況を把握する 

0.8 生徒の保健衛生に関する KAP (Knowledge, Attitude & Practice）サーベイを実施す

る 

0.9 学校における手洗い施設での雨水利用の可能性について調査する 

0.10 上記を踏まえステージ２、３で実施する PDM1、PO1 を策定する 

 

1.  中央・州政府(DAS)・郡役所との連携による既存給水･衛生施設のモニタリング体制

および水・衛生普及体制の強化 

1.1 対象 4郡のマッピング、州公共事業局に既存する GIS の給水衛生施設に関するデー

タベースをアップデートし、情報管理を行う 

1.2 井戸のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（郡役所-DPOPH 連携による）を実施する 

1.3 PEC 普及員を選定する 

1.4 既存井戸維持管理における PEC 活動コントラクターの監理（指示書策定／活動ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ／評価）を実施する 

1.5 上記を踏まえ不足部分の研修を実施する 

1.6 PEC 活動の OJT を、契約した PEC 普及員、さらには DAS・郡役所のカウンターパート

に対して行なう 

1.7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで実施する PEC 活動（給水・衛生）の教訓をベースに CFPAS の新コースに

ついての提言を行う 

1.8 郡レベルの交換部品供給網の確立・運営を支援する 

1.9 他の類似プロジェクトとの国内技術交換（ワークショップ、視察）を行なう 

 

2.  給水施設の維持管理の強化／水管理委員会とメンテナンスグループの組織強化の 

支援 

2.1 PEC 普及員を通じて、対象コミュニティに対して給水施設の維持管理に関する 

普及活動を実施する 

2.2 PEC 普及員を通じて、水委員会を対象に、給水施設の維持管理（組織、会計、井戸 

メンテ等）に係る研修を実施する 

2.3 必要に応じて、井戸メンテナンスグループに対して再訓練を実施する 

2.4 PEC 活動員（Activista)および水委員会･メンテナンスグループが住民に対し、給水

施設の維持管理への参加を促進し、料金支払い・適切な施設使用を推進する 

2.5 ローカルレベルの手動式ポンプ部品の供給網の確立普及支援を行い、コミュニティ

レベルで部品の販売ポイントを普及させる。 

 

3.  対象コミュニティでの衛生普及活動の支援 

3.1 PEC 普及員が対象村落に対して、水・衛生に関する啓発活動を実施する 

3.2 PEC 普及員が、水衛生委員会を対象に、水・衛生普及活動実施に係る研修を実施 

する 

3.3 現地で入手可能な材料による住民が受入可能なトイレを３パターン特定する 

3.4 上記で特定されたモデルの準備・普及および水衛生委員会とコミュニティリーダー
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に対し建設・メンテナンスの研修を実施する 

3.5 水衛生委員会がコミュニティ住民に対して衛生普及活動を行う 

3.6 学校（20 校程度）を選定し、教員へ衛生教育についてトレーニングを実施する 

3.7 上記 20 校程度においてトイレ・手洗い施設を建設する 

3.8 HIV エイズ対策の観点より水・衛生の啓発を行なう 

 

４－１－５ 日本側投入 

1）日本人専門家 

総括/村落給水・衛生/組織能力強化、井戸維持管理、衛生普及、社会調査/PCM 計画策

定、など 

 

2）在外強化費(NGO、ローカルコンサル契約を含む) 

 

3）機材 

モニタリング用バイク、GIS 調査用資機材など 

 

4）カウンターパート研修 

 

４－１－６ モザンビーク側投入 

1）カウンターパート人材の配置 

 

2）インフラと資機材 

 

3）日本人専門家用のプロジェクト･オフィスの提供 

 

4）プロジェクト運営管理予算
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４－２ プロジェクト概念図 
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第５章 評価５項目に基づく事前評価 

 

５－１ 妥当性 

・ 2015 年のミレニアム開発目標（MDG）の達成(安全な水へのアクセス率 67％)に向けた取

組み、絶対的貧困削減行動計画（PAPRA）においても、安全な水へのアクセス向上は急

務とされている。また、村落部における衛生施設の普及率は 2015 年の MDG で 50％とし

ながら、2003 年末ではわずか 28％に留まっている。以上の点より給水・衛生の改善に

ついては国家の課題とも一致し、政府によるコミットメントも認められる。 

・ 給水施設の持続的維持管理について、コミュニティレベルへの能力強化、組織化の働き

かけは施設建設前とその直後のみ実施されているが、施設利用開始後数年経てコミュニ

ティによる持続性の低下が一般的な課題とされており、担当行政機関および関係諸機関

も、その時点でのてこ入れの必要性は認識されている。その一方で、実際はそのような

既存の給水施設を対象とした維持管理体制づくり支援はモザンビークでは実施されて

おらず、本案件はニーズに応えた新たなアプローチであると判断される。 

・ 州のみならず郡レベルの行政へのアプローチによりコミュニティへのサービスを提供

することは、モザンビークで現在進められている地方分権化の政策に一致している。 

・ ザンベジア州を対象地域としたことは、モザンビークでも一番人口が多い州であるが、

各種社会インフラの整備が遅れており、安全な水へのアクセス率は 23％と全国平均を大

きく下回っているためである。 

・ 本案件対象地域は2000年から2003年にかけての無償案件において152本のハンドポン

プ式の深井戸が建設されており、同案件の効果の持続性を高めるためにも、協力の妥当

性は高い。 

 

５－２ 有効性 

・ 安全な水は適切な衛生施設及び衛生習慣が伴って初めて住民の健康増進に結びつくこ

とが現在広く認識されており、当案件においても、プロジェクト目標達成につながる給

水施設の維持管理と衛生改善に関するそれぞれのアウトプットが明確に示されている。 

・ 効果を上げるためには、中央及び地方（州・郡）レベルにおける能力強化が不可欠であ

る。中央レベルにおいては、全国で唯一の公認の普及員のトレーニング機関（CFPAS）

のコース、カリキュラムの改善により、地方レベルではプロジェクト実施において OJT

による運営能力向上をはかり、着実な取組みが有効なプロジェクトの実施に結びつくも

のと期待できる。 

・ 外部条件であるカウンターパート機関の担当職員の継続した勤務については、現時点に

おけるコミットメントは高いことから満たされる可能性は高い。 

 

５－３ 効率性 

・ 専門家が長期にわたって現地での業務に携わることによって、カウンターパート及び関

係機関のキャパシティーの把握、ステージ１でカウンターパート及び関係機関のキャパ
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シティーの把握、対象村落の現状を把握し、成果、活動水準を再度設定し、適切な投入

規模とする。 

・ 地元の PEC 全体を育成・活用により、効率的に多数の対象者にアプローチする。フィー

ルドでの活動を効率的に行うことが期待される。 

・ 約 200 コミュニティを対象とすることで、189,000 人の住民の給水・衛生改善が見込ま

れており、一方で地域で選定される 20 名以上の普及員を動員するため、そのトレーニ

ングを受けた人材が周辺地域で普及活動を継続することによる波及効果が期待される。 

 

５－４ インパクト 

・ 上位目標の「水因性疾患の減少」に関しては、コミュニティにおける給水維持管理が適

切に行われ、衛生施設の建設、トイレ利用、手洗いなどの衛生習慣の変化が起きること

によって、プロジェクト終了後数年以内には実現できることが見込まれる。 

・ 指標である「下痢症」は州の保健局でもデータによる状況把握がされており、また症状

が明確であるために住民を対象とした直接の調査によっても指標入手は可能である。 

・ 給水施設が既存のコミュニティへのPEC活動を実施することによる維持管理体制改善の

試みは「モ」国でも初めてであり、その有効性は関係機関に認識されることが期待され

る。 

・ コミュニティ内に給水施設がない場合に、負担を直接受けるのは日々水汲みを行う女性

であり、本案件により、対象地域の女性の労働軽減の効果も期待される。 

 

５－５ 自立発展性 

・ 担当行政機関職員への技術移転をはかることから、協力終了後も活動を実施するに足り

る人材は育成されると見込まれる。しかしながら、予算状況は厳しく、活動費（事業費）

の確保は「モ」国側の課題となる。 

・ コミュニティレベルにおいての持続性は組織化、能力向上が達成されれば、更なる外部

からの介入がなくとも継続されることが期待される。 



 
 
 
 
 
 

  別添資料 1  ミニッツ（英語・ポルトガル語） 

        付属文書 R/D(案）（英語） 

     付属文書 PDM(案）（ポルトガル語） 

    付属文書 PO(案）（ポルトガル語） 
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